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〔15〕 所有者特定書の作成

Ｑ 登記官は、所有者を探索した結果に基づき書面等を
作成するのですか。

Ａ
登記官は、探索の結果、所有者を特定したときには、
理由等を記録した所有者特定書を作成します。
なお、所有者特定書は、管轄登記所において永久に

保管され、所有者として登記された者又はその承継人等の利害関
係を有する者が、閲覧することができます。

解 説

１ 所有者特定書の記録事項
登記官は、対象土地の所有者を特定したときは、その理由のほか法

務省令で定める次の事項（規７①）を記載した書面又は記録した電磁的
記録（以下「所有者特定書」といいます。）を作成しなければならない
とされています（法14②）。
① 手続番号
② 対象土地に係る所在事項
③ 結論
④ 理由
⑤ 所有者等探索委員の意見が提出されている場合には、その旨
⑥ 作成の年月日
なお、④の理由について、登記官が所有者等探索委員に調査をさせ

た場合には、当該所有者等探索委員の意見書を引用する方法によって
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明らかにして差し支えないとされ、その場合には、理由欄に次の文例
などを記録して、引用する所有者等探索委員の意見書の写しを所有者
特定書の末尾に添付することとされています（令元・11・21民二599第４
１(５)）。

令和何年何月何日付け所有者等探索委員〇〇作成に係る別紙意見書
「(２)の結果に至った理由」欄記載のとおりであるからこれをここに引
用する。

２ 所有者が死亡している場合
所有者特定書の結論には、対象土地の表題部所有者欄に所有者とし

て登記すべき者を記録しますが、同人が死亡している場合は、公的資
料で判明する限度で、被相続人に係る法定相続人情報として、以下の
事項を記録することができるとされています（令元・11・21民二599第４
１(４)ウ）。
① 被相続人である表題部所有者の氏名、出生の年月日、最後の住所、
登記簿上の住所及び本籍並びに死亡の年月日

② 表題部所有者の相続人の氏名、出生の年月日、住所及び当該表題
部所有者との続柄（当該相続人が死亡しているときは、氏名、出生
の年月日、当該表題部所有者との続柄及び死亡の年月日）

③ 表題部所有者の相続人（以下「第一次相続人」といいます。）が死
亡している場合には、第一次相続人の相続人（以下「第二次相続人」
といいます。）の氏名、出生の年月日、住所及び第一次相続人との続
柄（当該相続人が死亡しているときにあっては、氏名、出生の年月
日、当該第一次相続人との続柄及び死亡の年月日）

④ 第二次相続人が死亡しているときは、第二次相続人を第一次相続
人と、第二次相続人の相続人を第一次相続人の相続人とみなして、
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③と同様の事項とし、当該相続人（その相続人を含みます。）が死亡
しているときも同様の事項とする

⑤ 相続人の全部又は一部が判明しないときは、その旨

３ 所有者特定書の閲覧
所有者特定書は、登記簿の附属書類として、不動産登記法121条２項

に基づく閲覧の請求の対象となります。
閲覧を請求することができる者は、所有者として登記された者及び

その相続人その他の一般承継人が考えられ、閲覧を請求する場合には、
不動産登記規則193条３項に規定する利害関係がある書面として次の
書面を提示する必要があります（令元・11・21民二599第４ １(７)）。
① 表題部所有者として登記された者

本人であることを証する情報
② 表題部所有者として登記された者の相続人その他の一般承継人

相続その他の一般承継により当該表題部所有者の地位を承継した
ことを証する情報

【MEMO】
◆所有者特定書の記載等について
所有者特定書を含めた行政機関が作成する文書（以下「行政文書」

といいます。）は、簡潔かつ明瞭な表現が求められることから、所有者
特定書の起案等において留意を要すると思われる事項等について説明
します。
(１) 明瞭な表現
小説などは、表現に含みを持たせることによって読者の理解に幅が

生まれることが良いとされることもありますが、行政文書は、行間や
文脈を読み手に委ねることなく、読んだ者が同じ解釈をすることが望
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ましいとされています。

特に、文中に「この」、「その」、「あの」といった指示代名詞を用い

ると読み手の曲解を許容することもあるため、使用を避けることが望

ましいと思います。

また、一文を作成する際には、主語から始まって述語で終わる文体

を心掛けるとともに、まず主語と述語を置き、その後に、必要と思わ

れる目的語や修飾語の配置を検討すると文意が明確な文を作成するこ

とができます。

＜例＞

ア 文の起案方法

①から③の順に文の起案を検討する。

① 私は、走った。

② 私は、家まで走った。

③ 私は、夕暮れの町を家まで走った。

イ 主語の配置

②より①が望ましいが、「風の強い中」を強調したいときは②の文

が望ましいこともある。

① 彼は、風の強い中、国道沿いの道をゆっくり歩いていた。

② 風の強い中、彼は、国道沿いの道をゆっくり歩いていた。

(２) 簡潔な表現

読みやすい文書を作成する場合には、一文を短くすることを心掛け、

特に、一対の主語と述語を一文に複数配置する複文は、主語と述語の

関係が分かりにくい「入れ子」の構造となって、誤読の原因となるこ

ともあるため、避けることが望ましいと思われます。

また、次の点に留意することにより、一文が冗長となることを避け

ることができます。

4頁

第２章 表題部所有者不明土地解消作業 65

5頁 〔HDI0015〕【法規書籍(法清水)】



表題部不明土地･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

同語の反復：「あらかじめ予想する」→「予想する」

動詞の名詞化：「記録をする」→「記録する」

不要な語句の削除：「対象土地に関しては」→「対象土地は」

不要な強調語の削除：「極めて重要な」→「重要な」

(３) 理 由

所有者特定書は、資料と現地での調査の結果に基づき所有者を特定

した理由を記載することとされています。理由について具体的な記載

方法は示されていませんが、資料及び現地調査に基づいて特定した理

由を記載することから、資料の調査、現地での調査、調査結果に基づ

く登記官の判断について項を分けると、理解しやすいと思われます。

＜例＞

① 資料や現地調査結果等を分けない場合

理由
Ａ市が保管する固定資産課税台帳には対象土地の所有者として登記和
夫が、納税者として「Ａ市Ｘ町１番地 法務太郎」と記載されており、
所有者の氏名は対象土地を管轄する〇〇法務局△△支局に保管されてい
る対象土地の登記記録の表題部所有者欄に所有者として登記されている
登記和夫と一致している。
令和〇年〇月〇日、現地を調査したところ、対象土地は大豆畑として
利用されており、大豆を栽培している法務太郎に確認したところ、登記
和夫は、母方の祖父であり、対象土地は祖父から母、母から法務太郎が
相続したと供述した。
そこで、法務太郎についてＡ市Ｘ町１番地を本籍として戸籍事項証明
書を、その母について、戸籍、改製原戸籍、除籍の謄本をＡ市に請求し
たところ、登記和夫が法務太郎の祖父であることが確認できた。
よって、対象土地は、本籍地を「Ａ市大字Ｙ87番地」とする「登記和
夫」に所有権が帰属していたと判断することが合理的である。
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② 資料や現地調査結果等を分けた場合

理由
第１ 資料等
１ 登記記録及び旧土地台帳
対象土地を管轄する〇〇地方法務局△△支局に保管されている対
象土地の登記記録には、表題部所有者欄に「登記和夫」と登記され
ている。
２ 固定資産課税台帳
対象土地が所在するＡ市が保管する固定資産課税台帳には、納税
者として「Ａ市Ｘ町１番地 法務太郎」と登録されている。
３ 戸籍等
固定資産課税台帳に納税者として登録されている「法務太郎」に
ついて「Ａ市Ｘ町１番地」を本籍地とした戸籍事項証明書を取得し
た後、「法務太郎」の父及び母について改製原戸籍及び除籍の謄本を
取得したところ、母の父の氏名が「登記和夫」であることが確認で
きた。

第２ 資料等の調査
対象土地の登記記録の表題部所有者欄に登記されている「登記和夫」
と固定資産課税台帳に納税者として記載されている「法務太郎」の母
の父である「登記和夫」の氏名は、一致している。
第３ 現地調査
令和〇年〇月〇日、現地を調査したところ、対象土地は大豆畑とし
て利用されていた。
また、対象土地において大豆を栽培している法務太郎に確認したと
ころ、登記和夫は、母方の祖父であり、対象土地は登記和夫から母に
相続された後、母から法務太郎が相続したと供述した。
なお、対象土地について法務太郎以外の者が使用又は占有している
事実は認められなかった。
第４ 登記官の判断
第２の資料等の調査及び第３の現地調査の結果を踏まえれば、対象
土地は、本籍地を「Ａ市大字Ｙ87番地」とする「登記和夫」に所有権
が帰属していたと判断することが合理的である。
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〔39〕 字持ち地等の所有者等探索方法

Ｑ 字持ち地等について所有者等を探索する場合、どの
ような手順で調査するのですか。

Ａ
字持ち地等の周辺地域の住民によって構成されてい
た団体などに所有権が帰属していたことが想定される
土地は、現地において過去の利用状況や利用していた

住民等を調査してから、資料等を収集して所有者を探索します。
なお、字持ち地等については、次の順で所有者を検討すると考
えられます。

第２章 表題部所有者不明土地解消作業138

2頁〔HDI0039〕【法規書籍(法清水)】 3頁



表題部不明土地･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

解 説

１ 字持ち地等
(１) 江戸時代の土地の所有・管理
江戸時代までは、都市部において「沽券」を発券するなどして個人

による土地の所有・売買を認める地域もありましたが、原則として、
個人が土地を所有することは認められていませんでした。
一方、薪炭や肥料に用いる落ち葉などの生活に必要な資材を採取す

るために村などの地域共同体が管理する「入会地」が各地にありまし
た。
(２) 近代法制の導入による土地の所有
明治政府は、封建的な仕組みを改めて、自由な経済活動を認めると

ともに中央集権的な近代国家を形成するため、田畑勝手作りの禁の解
除（明治４年）、田畑永代売買禁止令及び分地制限令の解除（明治５年）
など、土地について封建的な所有権の制限を解除し、私的所有権を認
めました。
また、明治５年に地券を交付し、明治６年には「地租改正条例」を

公布して、地租改正を行っています。
地租改正を行う前に、地租を課す民有地と地租を免じる官有地に土

地を区分する必要があったことから、明治７年に官民有地区分事業が
行われているのですが、民有地には、個人が所有する土地とは別に共
有地や村有地などがあり、共有地や村有地の多くが「入会地」でした。
一方、明治22年に施行された市制・町村制において合併された村（以

下「旧村」といいます。）については、旧村の名称を「大字」としてい
る場合や、旧村内にあった地域の名称を「字（小字）」としている場合
があります。
旧村が所有していた土地については、市制・町村制により合併後の
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市町村の所有とすることが検討されたものの、入会地を合併後の市町
村の所有とすることに対する住民による反対が多かったことなどか
ら、旧村など市町村の一部地域の所有財産とすることが認められまし
た（旧市制113、旧町村制114）（以下「旧財産区」といいます。）。
これにより、旧財産区を設けて所有される土地もありましたが、旧

財産区を設けることなく地域の共同体において使用・管理を継続した
土地も多くあり、これらの土地について、旧土地台帳の所有／質取主
氏名欄に「大字〇」や「共有惣代法務太郎」と登録されたと考えられ
ます。
(３) 字持ち地
「大字」や「字」については、旧村の名称を「大字」と、旧村内に

あった地域の名称を「字」としている場合があることから、「字持ち地」
については、「大字」であれば旧村が、「字」であれば旧村内の地域が
所有していた土地であったと考えられます。
(４) 共有惣代地等
旧土地台帳の所有／質取主氏名欄に「共有惣代〇〇」又は「〇組」

（以下「共有惣代地等」といいます。）と登録されていた土地は、字の
一部や異なる字の住民が共同使用又は管理していた土地であったこと
が考えられます。

２ 現地における調査
字持ち地や共有惣代地等（以下「字持ち地等」といいます。）につい

ては、まず、現地において対象土地の利用状況について過去の状況を
含めて調査することが必要です。
利用状況等の変遷については、市町村が保管する市誌や町誌などの

資料によって確認できることもありますが、資料が市町村ではなく、
公民館や地域の資料館、寺社仏閣において保管されていることもある
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ので、現地における住民等からの聞き取り調査が所有者探索の中心と
なるものと思われます。
また、字持ち地等の所有者の探索については、利用者の範囲や管理

状況も参考となることから、現地における調査では、利用状況と併せ
て利用者の範囲や管理状況も確認する必要があります。

３ 資料による調査
表題部所有者欄に登記されている大字と旧村の名称が一致している

場合には、旧財産区による所有又は市制・町村制の施行による合併に
おいて旧村から合併後の市町村に所有権が承継されていることが考え
られます。
また、共有惣代地について惣代として登記されている者が、旧村等

の代表的な地位にあった場合には、市町村の所有と判断できることも
あります。
旧村の名称や旧村等の代表的な地位にあった者については、市町村

が作成又は保管している市誌等に記載されていることがあるため、字
持ち地等の所有者探索においては、市町村に市誌等の保管について確
認することも必要と考えられます。

４ 所有者の検討
(１) 財産区の調査
字持ち地等は、市制・町村制の施行において設けられた旧財産区の

所有であった可能性があることから、対象土地が所在する市町村にお
ける財産区の設置等について確認する必要があります。なお、財産区
については、〔35〕を参照してください。
(２) 市町村への確認
対象土地が所在する市町村に財産区が設置されていない場合であっ
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〔51〕 所有者等特定不能土地・特定社団等帰属土地の
登記

Ｑ
表題部所有者不明土地解消作業において所有者とし
て登記すべき者がないと登記されている土地の所有権
を取得したのですが、どのような登記をすればよいの

ですか。

Ａ
所有者等特定不能土地の所有権を取得した者は、自
らを所有者とする土地表題登記とともに所有権の保存
登記を申請することができます。

解 説

１ 売買による所有権の取得
(１) 売買契約
所有者等特定不能土地（又は特定社団等帰属土地）の所有権を取得

する場合には、当該土地の所在を管轄する裁判所に当該土地について
特定不能土地等管理命令（又は特定社団等帰属土地等管理命令）の申
立てをする必要があります。
同申立てに基づき特定不能土地等管理命令（又は特定社団等帰属土

地等管理命令）が発令された後、裁判所が選任した特定不能土地等管
理者（又は特定社団等帰属土地等管理者）と売買契約を締結すること
になります。詳細は〔50〕を参照してください。
(２) 土地表題登記及び所有権の保存登記等の申請
上記(１)により所有者等特定不能土地（又は特定社団等帰属土地）

の所有権を取得した者は、自らを表題部所有者欄に所有者として登記
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するための土地表題登記とともに、自らを登記名義人とする所有権の
保存登記を申請することができます。
なお、土地表題登記の申請では、申請情報とともに、所有権証明情

報として売買契約書、売買契約書に押印された特定不能土地等管理者
（又は特定社団等帰属土地等管理者）の実印に係る印鑑証明書、特定
不能土地等管理者（又は特定社団等帰属土地等管理者）の行為につい
ての許可の裁判書を提供する必要があります（令４・４・１民二523）。

２ 時効取得による所有権の取得
(１) 時効取得による所有権の取得
所有者等特定不能土地（又は特定社団等帰属土地）の所有権につい

て時効取得を主張する者は、特定不能土地等管理者（又は特定社団等
帰属土地等管理者）との協議が成立したとき若しくは特定不能土地等
管理者（又は特定社団等帰属土地等管理者）を被告とする所有権確認
訴訟に勝訴したとき、当該土地などの所有権を取得します。詳細は
〔45〕〔48〕〔50〕を参照してください。
(２) 土地表題登記及び所有権の保存登記等
上記(１)により所有者等特定不能土地（又は特定社団等帰属土地）

の所有権を取得した時効取得者は、特定不能土地等管理者（又は特定
社団等帰属土地等管理者）との協議書又は所有権確認訴訟の判決書及
びその確定証明書を所有権証明情報として表題部所有者欄に自らを所
有者と登記する土地表題登記とともに、自らを登記名義人とする所有
権の保存登記を申請することができます（令４・４・１民二523）。

３ 所有者等特定不能土地の所有者がいた場合
表題部所有者不明土地解消作業において所有者として登記すべき者

を特定することができなかったため法15条１項２号の登記がされた場
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合であっても、当該土地の所有者又はその相続人は、特定不能土地等
管理者等が処分する前であれば、自らを表題部所有者欄に所有者とす
る登記を申請することができ、また、自らを登記名義人とする所有権
の保存登記を申請することができると考えられます（最判平23・６・３裁
判集民237・９）。
なお、所有者等が、自らを表題部所有者欄に所有者とする登記を申

請する前に、特定不能土地等管理者が、当該土地を売却していた場合
には、当該土地の管理処分権は特定不能土地等管理者に専属すること
から（法21②）、所有者等の訴え等によって売却が覆る可能性は排除さ
れています。
ただし、当該土地の所有者等は、供託されている当該土地の売却代

金について払渡請求をすることができると考えられます。

2頁
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【参 考】
〇登記申請書

登 記 申 請 書

登記の目的 土地表題（所有者等特定不能土地に係る表題登記）

添付情報
土地所在図 地積測量図 所有権証明情報
代理権限証明情報 住所証明情報
 
令和〇年〇月〇日申請
〇〇（地方）法務局〇〇支局（出張所）
 
申請人 Ａ市Ｂ町123番地

法務太郎
 
代理人 Ｐ市Ｑ町一丁目９番８号

土地家屋調査士 登記一郎
連絡先の電話番号 〇〇〇―〇〇〇―〇〇〇〇

不動産番号 1234567890123

土
地
の
表
示

所 在
Ｘ市Ｙ町一丁目

①地番 ②地目 ③地積㎡ 登記原因及びその日付

1234番 畑 54

宅地 67 89
所有者等特定不能土地に
係る表題登記

所有者 Ａ市Ｂ町123番地 法務太郎
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